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１．はじめに

現在、建設業の汚泥に対する有効利用率は、未だ低い状況であり、その処理のほとんどが何ら

かの改良を不可欠とする。また、石炭火力発電所から発生する石炭灰も、法規制や住民問題、処

分場不足、コスト問題などから有効利用が必要になっている。前報 は、主に石炭灰と固化材を混

合した改良材の特殊土における強度特性について検討を行った。本報では、改良材について環境

に配慮した中性領域（ｐＨ 7～ 10）に関するｐＨ抑制について報告する。

２．試験材料

本実験の試料は、前報その１と同様に、石炭灰に加圧流動床灰のＰＦＢＣ灰（以下、Ｐ灰と称

する）、固化材に市販の石膏系中性化固化材を使用した。また、対象土も①脱水ケーキ状（コー

ン指数ｑｃ ＝100～200kN/m 2）、②中間泥（液性限界の 1 . 2 倍程度）、③泥土状 （液性限界の 1.5

倍程度）に含水比調整をした「高有機質土」「関東ローム」「細粒土」「藤森粘土」を使用した。

各泥土試料や P 灰の物性や成分は、前報その 1 を参照し、ここでは省略する。

３．試験方法

　石炭灰と固化材の割合を４：６としたものに中和剤を混合攪拌した改良材（以後、中性改良材

と称し、中性処理していないものを通常改良材と称する）について、①締固めた土のコーン指数

（JIS A 1228）、②pH 試験（JGS 0211 ）を実施して検討する。さらに、改良については、固化

後の練返しによる強度低下を考慮して、練混ぜ開始から 30 分間の静置後に締固め試験を実施し

た。検討比較は、「建設発生土利用技術マニュアル」の第３種建設発生土の基準にあるコーン指

数ｑｃ ＝400kN/m2 程度のものについて行い、養生なしと 7 日養生ものを実施した。

４．問題点と試験結果

改良材を中和剤にて中性処理することにより、

強度や迅速性など改良効果の低下や他の環境

への影響、また、経時変化などの問題が考えら

れた。図１はコーン指数ｑ ｃ ＝400kN/m 2 におけ

る泥土状態別の添加率を表したものである。添

加率が 10%程度と低い場合は、あまり差はない

が、添加率が高くなると中性処理している方が、

粘性土では低下し、細粒土は逆に増加している。

強度への影響は、通常改良材と比較してもほと

んど変わらないといえる。また、養生による強

度促進も対象土によりバラツキがあるものの、

全体的に中性処理した方が増加している。
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図 １ ． 泥 土 状 別 の 改 良 材 添 加 率
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　ｐＨは、全対象土とも添加率の増加に伴いｐH は増加

しており、中でも藤森粘土の増加が、原泥は弱酸性であ

るにもかかわらず、添加率 16％で、ｐ H＝10 となり、ｐ

Ｈの上昇が顕著である。関東ロームは添加率 100%で、

ｐH=10 となり、添加率に対してｐH の増加は低いとい

える。細粒土および関東ロームでは添加率がそれぞれも

50%、100%程度で中性域を越えていたのが、中性処理に

より添加率が増加しても中性域でｐＨの上昇が抑制され

ている。藤森粘土は、原泥からｐH の増加が極端であり、

ｐＨの抑制効果はあるものの他の対象土に比べて、40%

の添加率で中性域を越えた。有機質土では、添加率が通

常改良材において 50％程度からｐH が上がり、ｐH12 で

一定になった。しかし、中性処理により中性領域に抑制

する効果があったといえる。

　コーン指数 400kN/m 2 における各泥土状態別のｐＨを

通常改良材と中性改良材とで比較すると、図３のように

全ての改良土について、中性の作用効果があるといえる。

また、通常改良材は、②中間泥で、中性領域を全改良土

が超えるのに対して、中性改良材では、ほとんどが中性

領域内を満足した。ただし、③泥土状では、藤森粘土と

有機質土が中性領域を越えた。これにより、関東ローム

や細粒土は、液性限界 1.5 倍の含水比においても中性領

域を保持している。さらに、図４の７日養生によるｐＨ

比較では、対象土によって増加の割合が異なるが若干の

ｐＨのリバウンドが見られる。

５．まとめ

　以上の結果から中性処理について、①強度（コーン指

数）は、ほとんど影響を受けない。②強度の養生効果は

大きいが、若干のｐＨのリバウンドがある。③ｐＨの抑

制効果は十分にある。④泥土（原泥ｐＨに関係なく）に

よりｐＨの抑制能力が異なる。⑤改良土壌の色が、若干

茶色っぽく変化する。⑥改良時、微量であるが硫黄臭を

発生する。

　今回の実験により、石炭灰を利用した地盤改良材の中

和剤によるｐＨ抑制は、十分に可能であると考える。た

だし、環境へ

の影響を考慮すると、今後より多くの室内試験の実績等が必要であり、また、ｐＨ抑制する事に

よりコストへの影響も考え、検討しなければならない。今後は、さらに具体的な環境への考慮を

研究し、廃棄物のリサイクルおよび固化材の低価格化 ・高環境化を目指す所存である。
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図 ２ ． 中 性 処 理 の ｐ Ｈ 比 較

図 ３ ． 泥 土 状 別 の ｐ Ｈ 比 較
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図 ４ ． 養 生 に よ る ｐ Ｈ 比 較
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